
25.5

48.4
51.9 52.7
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84.3
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66.1
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第５次総合第５次総合第５次総合第５次総合計画計画計画計画の取の取の取の取組組組組    

目標を達成できる成果指標の分析目標を達成できる成果指標の分析目標を達成できる成果指標の分析目標を達成できる成果指標の分析    

目標達成が難しい成果指標の分析目標達成が難しい成果指標の分析目標達成が難しい成果指標の分析目標達成が難しい成果指標の分析    

政策政策政策政策 0000７７７７    計画実現に向けて計画実現に向けて計画実現に向けて計画実現に向けて    
 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  
 

 

 
 

 

 

 

 

  

  

  

  
  

  
  
  

        

        

    

     

施策施策施策施策 0000７７７７‐‐‐‐0000１１１１    効率的な行財政運営の推進効率的な行財政運営の推進効率的な行財政運営の推進効率的な行財政運営の推進    

目的目的目的目的    行政改革を着実に推進し、財政の健全化と効率的な行政運営をすすめます。 

対象対象対象対象     行政 

成果指標成果指標成果指標成果指標    
（（（（施策施策施策施策の目的達成度を示す指標）の目的達成度を示す指標）の目的達成度を示す指標）の目的達成度を示す指標）    

後期後期後期後期基準値基準値基準値基準値    

平平平平 11119999 年度年度年度年度    
現状値現状値現状値現状値    

平平平平 23232323 年度年度年度年度    

後期目標値後期目標値後期目標値後期目標値    

平平平平 25252525 年度年度年度年度    
達成状況達成状況達成状況達成状況    

各施策目標達成度割合(％) 51.9 84.3 100.0 C 

市の行政運営に満足している市民

割合(％) 
53.0 66.1 

 
Ｂ 

実質公債費比率(％) 14.6 11.6 14.0 Ｂ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----01010101----00001111    行政改革の推進と健全な財政の確保行政改革の推進と健全な財政の確保行政改革の推進と健全な財政の確保行政改革の推進と健全な財政の確保    

目的目的目的目的    
行政改革の着実な推進による行政経費の削減と、市税の収納率向上など自主財源の確保により、

受益と負担のバランスを図り、財政の健全化を進めます。 

対象対象対象対象    行政 

成果成果成果成果

指標指標指標指標    

行革推進計画達成率(％) 後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

80.4 
現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333    

(H22)85.7 
後期目標後期目標後期目標後期目標    

平平平平 25252525 

85.0 

達成状況達成状況達成状況達成状況    

Ｂ 

市税収納率(現年課税分) (％) 98.1 98.9 98.5 Ｂ 

自主財源比率(％) 51.9 42.3 52.0 C 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----01010101----02020202    行政サービスの向上行政サービスの向上行政サービスの向上行政サービスの向上    

目的目的目的目的    市民に効率的で利便性の高いサービスを提供し、また効率的な施設の運営をします。 

対象対象対象対象    行政 

成果成果成果成果

指標指標指標指標 

行政サービス満足度(％) 後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

67.7 
現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333    

73.1 
後後後後期目標期目標期目標期目標    

平平平平 25252525    

 
達成状況達成状況達成状況達成状況    

Ｂ 

施設サービス満足度(％) 70.4 74.9  Ｂ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----01010101----03030303    政策形成能力の向上と組織体制の確立政策形成能力の向上と組織体制の確立政策形成能力の向上と組織体制の確立政策形成能力の向上と組織体制の確立    

目的目的目的目的    
地域の自主、自立を目指し、職員の政策形成能力などを向上させるとともに、簡素で効率的な組

織体制と、職員の能力を生かせる人事制度を確立します。 

対象対象対象対象    行政、職員 

成果成果成果成果

指標指標指標指標 

江別市が地方分権時代にあ

った政策形成を行っている

と思う職員の割合(％) 
後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

46.0 

現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333    

52.8 

後後後後期目標期目標期目標期目標    

平平平平 25252525 

 

達成状況達成状況達成状況達成状況    

Ｂ 

職員の能力が十分発揮され

実績が評価されていると思

う職員割合(％) 

44.3 49.3  Ｂ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----01010101----04040404    計画行政の推進計画行政の推進計画行政の推進計画行政の推進    

目的目的目的目的    行政評価を取り入れることで施策・基本事業・事務事業を PDS サイクルで円滑に管理します。 

対象対象対象対象    行政、職員 

成果成果成果成果

指標指標指標指標 

基本事業成果目標達成率

(％) 
後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

61.9 
現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333    

77.2 
後後後後期目標期目標期目標期目標    

平平平平 25252525 

100.0 

達成状況達成状況達成状況達成状況    

C 

行政評価による改善事業件

数(件、累計) 

前期４年

  117 
    33 

後期５年 

100 以上 
Ｄ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----01010101----05050505    情報セキュリティの確保と情報セキュリティの確保と情報セキュリティの確保と情報セキュリティの確保とネットワーク基盤のネットワーク基盤のネットワーク基盤のネットワーク基盤の安定稼働安定稼働安定稼働安定稼働    

目的目的目的目的    
 情報セキュリティを確立し、市が保有する情報の漏えいを防ぐとともに、庁内ネットワーク基盤
の安定稼働を図ります。 

対象対象対象対象    行政、職員 

成果成果成果成果

指標指標指標指標 

基幹系業務システムでの情

報漏えい事件数(件) 
後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

0 

現状値現状値現状値現状値    

平平平平 23232323    

0 

後後後後期目標期目標期目標期目標    

平平平平 25252525 

0 

達成状況達成状況達成状況達成状況    

Ｂ 

ネットワークシステムのダ

ウン件数(件) 
0 0 0 Ｂ 

基幹系業務システム以外で

の情報漏えい事件数(件) 
0 0 0 Ｂ 

施策成果指標の推移 

●各施策目標達成度割合(％) 

■市の行政運営に満足している人の割合(％) 

29 

▲実質公債費比率(％) 

↑ 
後期基準値 

(％) 

行政評価システムを活用し、総合計画の進ちょく管理に取り組むことにより、各施策の目標達成度割合は、現状の各
施策の推進状況から、おおむね達成できると考えます。 

 行政運営に満足している方の割合は年々増加しており、また、実質公債費比率についても、当面低い比率を維持で
きる見込みとなっています。 

行政改革の推進と健全な財政の確保については、平成 17 年に策定した行政改革の推進計画に引き続き積極的に取り
組んでおり、また、納税のコールセンター設置などの新たな取組により、市税収納率、自主財源比率ともに向上しおり、
今後も自主財源の確保や経費削減に向けた取組を継続していく必要があります。 

行政サービスの向上と政策形成能力の向上と組織体制の確立については、限られた人員の中で効率的で職員の能力を
生かせる組織体制と研修体制の充実に努めているほか、職員の大量退職に備えた再任用職員の活用により、知識、技術
の継承と行政サービスの維持、向上を図っており、今後も効率的で職員の能力を生かせる環境づくりに取り組んでいく
必要があります。 

計画行政の推進の基本事業の達成率については、現状の各基本事業の達成状況から、おおむね達成できると考えてお
り、今後も、行政評価システムの活用によって、達成率の向上に取り組んでいきます。 

情報セキュリティの確保とネットワークの安定稼働については、セキュリティ自主点検や外部監査を行うなど職員の
意識向上の徹底を図るとともに、計画的に機器の更新を行い、ネットワーク網の安定稼働を保っており、今後も職員の
情報セキュリティ意識のさらなる向上とネットワーク機器の計画的な更新に取り組んでいく必要があります。 

・平成 16 年度から行政評価システムを活用し

た総合計画の進捗管理。 

・平成 17 年度から集中改革プランによる職員

定数の適正化。 

・平成 17 年度から人事考課制度導入（課長職

以上、係長職以下試行）。 

・平成 18 年度から公の施設の指定管理者制度

の導入。（対象施設の９割以上） 

 

行政評価による改善事業数ついては、これまでの改善の取組が進み、その余地が逓減しているため、後期目標の達成

は難しい状況ですが、今後も行政評価を継続することで、市の取組の市民への説明責任を果たしていく必要があります。 

達成状況 ⇒ Ａ：既に達成、 Ｂ：達成確実、 Ｃ：達成可能、 Ｄ：達成困難、 Ｅ：達成不可能 

第５次第５次第５次第５次総合計画達成状況総合計画達成状況総合計画達成状況総合計画達成状況    
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第５次総合第５次総合第５次総合第５次総合計画計画計画計画の取の取の取の取組組組組    

目標を達成できる成果指標の分析目標を達成できる成果指標の分析目標を達成できる成果指標の分析目標を達成できる成果指標の分析    

目標達成が難しい成果指標の分析目標達成が難しい成果指標の分析目標達成が難しい成果指標の分析目標達成が難しい成果指標の分析    

 

政策政策政策政策 0000７７７７    計画実現に向けて計画実現に向けて計画実現に向けて計画実現に向けて    
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               
 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

        

        

    

    

    

    

 

 

 

施策施策施策施策 0000７７７７‐‐‐‐02020202    地方分権・広域行政の推進地方分権・広域行政の推進地方分権・広域行政の推進地方分権・広域行政の推進    

目的目的目的目的    
地域資源をいかし、自己決定と自己責任による「自主・自立のまちづくり」を進めるとともに、

広域的生活圏にかかる行政課題については、近隣市町村との連携による広域的な取組を推進しま
す。 

対象対象対象対象     市民、行政、市内大学、経済団体 

成果指標成果指標成果指標成果指標    
（施策の（施策の（施策の（施策の目的達成度を示す指標）目的達成度を示す指標）目的達成度を示す指標）目的達成度を示す指標）    

後期後期後期後期基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919 年度年度年度年度    
現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333 年度年度年度年度    

後期目標値後期目標値後期目標値後期目標値    

平平平平 25252525 年度年度年度年度    
達成状況達成状況達成状況達成状況    

地方分権時代にあった自主・自立のま

ちづくりができていると思う市民の割

合(％) 

25.5 25.3 

 

Ｃ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----02020202----00001111    権限移譲体制の確立権限移譲体制の確立権限移譲体制の確立権限移譲体制の確立    

目的目的目的目的    
国や道との適切な役割分担と連携のための体制を確立し、身近な地方政府として自主性・自立性

を高めます。 

対象対象対象対象    行政 

成果成果成果成果

指標指標指標指標    
権限移譲事業数(件、累計) 

後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

前期 4 年

16 

現状値現状値現状値現状値    

平平平平 23232323    
101 

後期目標後期目標後期目標後期目標    

平平平平 25252525 

後期 5 年

50 
達成状況達成状況達成状況達成状況    Ａ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----02020202----02020202    広域連携の推進広域連携の推進広域連携の推進広域連携の推進    

目的目的目的目的    
広域的な生活圏を視野に入れ、効率的・効果的な行政運営を行うとともに、近隣市町村との広域

連携について調査、研究を行います。 

対象対象対象対象    市民、行政、近隣市町村 

成果成果成果成果

指標指標指標指標 

広域行政により生まれた市民

サービス事業数(件、累計) 

後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

前期 4 年

2 

現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333    
2 

後後後後期目標期目標期目標期目標    

平平平平 25252525 

後期５年 

3 
達成状況達成状況達成状況達成状況    Ｂ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----02020202----03030303    地域資源の活用地域資源の活用地域資源の活用地域資源の活用    

目的目的目的目的    地域資源である地元大学との連携により、特色あるまちづくりを行います。 

対象対象対象対象    市内大学、経済団体 

成果成果成果成果

指標指標指標指標 

行政と大学との連携事業プロ

ジェクト取組数(本) 

後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

20 
現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333    
27 

後後後後期目標期目標期目標期目標    

平平平平 25252525 
25 達成状況達成状況達成状況達成状況    Ｂ 

施策成果指標の推移 

●地方分権時代にあった自主・自立のまちづくり 

ができていると思う市民の割合(％) 

30 

↑ 
後期基準値 

（％） 

権限移譲体制の確立については、目標を既に達成していますが、今後は第二次一括法による権限移譲に対する

組織体制の整備など、受け入れ体制が課題となります。 

広域連携の推進については、札幌広域圏組合事業や厚別区・北広島市との３市による交流事業に取り組んでき

ました。平成 24 年度は住み替えをテーマとして石狩振興局管内で連携して講座等を実施しており、今後も具体

的なテーマを設定して取り組む必要があります。 

地域資源の活用については、年々大学と市が連携した事業数が増えています。今後は、調査研究事業補助金を

活用した研究成果の有効活用や、より幅広い分野での大学との連携が必要です。 

【大学連携事業】 

・平成 21 年２月 包括連携協定締結 

・平成 21 年７月 大学連携調査研究事業補助

金 

・平成 22 年６月 大学連携学生地域活動支援

事業補助金を創設し、研究成果の活用が図ら

れています。 

【権限移譲】 

市からの手上げ方式による道からの権限移

譲は目標を上回り順調に進んでいます（平成

23 年で 101 件）。 

【広域行政】 

 札幌広域圏組合事業では年々事業が多様化

し、参加者数は増加傾向にあります（新規採

用職員研修、ウォーキング事業など）。 

なし。 

達成状況 ⇒ Ａ：既に達成、 Ｂ：達成確実、 Ｃ：達成可能、 Ｄ：達成困難、 Ｅ：達成不可能 

第５次第５次第５次第５次総合計画達成状況総合計画達成状況総合計画達成状況総合計画達成状況    



74.9 73.7

68.5

72.5
74.1

75.0

64.3

69.7
65.7

73.3 76.2

76.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

基準値 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平23

第５次総合第５次総合第５次総合第５次総合計画計画計画計画の取の取の取の取組組組組    

目標を達成できる成果指標の分析目標を達成できる成果指標の分析目標を達成できる成果指標の分析目標を達成できる成果指標の分析    

目標達成が難しい成果指標の分析目標達成が難しい成果指標の分析目標達成が難しい成果指標の分析目標達成が難しい成果指標の分析    

  

政策政策政策政策 0000７７７７    計画実現に向けて計画実現に向けて計画実現に向けて計画実現に向けて    
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               
 

 

   

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

        

        

    

    

    

 

施策施策施策施策 0000７７７７‐‐‐‐0000３３３３    開かれた行政づくり開かれた行政づくり開かれた行政づくり開かれた行政づくり    

目的目的目的目的    
行政の透明性と公平性を高めるため、情報公開と情報提供を推進し、市民や事業者からの信頼

を得る行政を目指します。 

対象対象対象対象     市民、行政 

成果指標成果指標成果指標成果指標    
（（（（施策施策施策施策の目的達成度を示す指標）の目的達成度を示す指標）の目的達成度を示す指標）の目的達成度を示す指標）    

後期後期後期後期基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919 年度年度年度年度    
現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333 年度年度年度年度    

後期目標値後期目標値後期目標値後期目標値    

平平平平 25252525 年度年度年度年度    
達成状況達成状況達成状況達成状況    

行政情報の共有化を感じる市民割合

(％) 
73.3 76.8  Ｂ 

行政の透明性を感じる市民割合(％) 72.5 75.0  Ｂ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----03030303----00001111    広聴の充実広聴の充実広聴の充実広聴の充実    

目的目的目的目的    
広聴体制や広聴制度を整備し、市民や事業者の意見を的確に把握するとともに、市政への反映を

図ります。 

対象対象対象対象    市民、行政 

成果成果成果成果

指標指標指標指標    

広聴機会について満足している

市民割合(％) 後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

64.7 
現状値現状値現状値現状値    

平平平平 23232323    

68.7 
後期目標後期目標後期目標後期目標    

平平平平 25252525 

 

達成状況達成状況達成状況達成状況    

Ｂ 

市民の声が市政に反映されてい

ると思う市民割合(％) 
56.9 66.4  Ｂ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----03030303----02020202    広報の充実広報の充実広報の充実広報の充実    

目的目的目的目的    
効果的な広報活動を行い、市民や事業者との情報の共有を図るとともに、すべての職員が日常業

務においても広報活動を心がけます。 

対象対象対象対象    市民、行政、職員 

成果成果成果成果

指標指標指標指標 

市政に関する情報・広報の市民満

足度(％) 後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

81.9 
現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333    

84.9 
後後後後期目標期目標期目標期目標    

平平平平 25252525 

 

達成状況達成状況達成状況達成状況    

Ｂ 

市民への行政広報をしていると

思う職員の割合(％) 
68.2 66.4   Ｃ 

基本事業基本事業基本事業基本事業 07070707----03030303----03030303    情報公開の推進情報公開の推進情報公開の推進情報公開の推進    

目的目的目的目的    個人情報の保護を図るとともに、情報公開と情報提供を推進します。 

対象対象対象対象    市民、行政 

成果成果成果成果

指標指標指標指標 

情報公開制度を知っている市民

割合(％) 後期後期後期後期    

基準値基準値基準値基準値    

平平平平 19191919    

37.9 

現状値現状値現状値現状値    

平平平平 22223333    

34.4 

後後後後期目標期目標期目標期目標    

平平平平 25252525 

 

達成状況達成状況達成状況達成状況    

Ｃ 

情報公開制度手続を知っている

市民のうち情報公開制度に満足

している市民割合(％) 

85.2 86.5  Ｂ 

施策成果指標の推移 

●行政の透明性を感じる市民割合(％) 

■行政情報の共有化を感じる市民割合(％) 
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↑ 
後期基準値 

（％） 

 広聴の充実については、市政に対する市民の意見や要望とその対応状況等を公開する手法を検討するとと

もに、今後は市民サービスの向上のため、こうした意見等への対応をより迅速に行う必要があります。 

広報の充実については、広報紙やホームページなどさまざまな発信媒体の特性や利点を活かし、情報の連

動・補完を行うことで、情報提供の効果を高めていかなければなりません。 

情報公開の推進については、今後も出前講座や広報紙、ホームページなどを通じ、制度の周知を図ってい

く必要があります。 

・平成 15 年度から市内ＪＲ各駅、大学、コンビ

ニ、福祉施設などに広報紙の設置開始（現在

256 箇所）。 

・平成 19 年度から広聴活動による市民意見のデ

ータベース化開始（庁内情報共有）。 

・平成 21 年度にホームページ拡充事業が情報推

進課から広報広聴課へ移管。 

・平成 22 年度携帯電話用ホームページ「モバイ

ル江別」運用開始。 

・平成 23 年度にホームページ運営体制の強化（非

常勤職員 1 名増員）。 

・平成 23 年度に市民便利帳を地域事業者からの

広告料収入により市内全戸配布を実施（官民協

働事業）。 

 なし。 

達成状況 ⇒ Ａ：既に達成、 Ｂ：達成確実、 Ｃ：達成可能、 Ｄ：達成困難、 Ｅ：達成不可能 
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